
平成 30 年 9 月 26 日 
伊勢湾台風 60 年連絡会 

 
 

伊勢湾台風襲来より 60 年に向けて 

～伊勢湾台風 60 年連絡会の設置～ 

 

伊勢湾台風襲来 60 年目の節目の年を来年迎えるにあたり、伊勢湾台風 60

年に関する事業の情報交換等を積極的に行い、災害の教訓を次代へつなぐた

めの取組を行うために、「伊勢湾台風 60 年連絡会」を本日設置します。 

 
１９５９年９月。 

 

巨大な台風が東海地方を中心に襲いかかり、死者行方不明者約５千人、流

出・全半壊家屋約１６万戸に及ぶ甚大な被害が発生しました。これが伊勢湾

台風です。 

 

来年２０１９年９月は伊勢湾台風襲来６０年目の節目の年です。 

 

伊勢湾台風60年連絡会による活動により、伊勢湾台風を今一度ふりかえり、

今後の防災対策のあり方について地域の皆様と共に考える契機となることを

目指します。 

 

１．参考：伊勢湾台風 60 年連絡会規約 

     別途、伊勢湾台風 60 年連絡会の情報共有サイトを設置予定 

 

２．配付先：中部地方整備局記者クラブ、岐阜県政記者クラブ、 

三重県政記者クラブ、三重第二県政記者クラブ 

 

（問い合わせ先） 

伊勢湾台風 60 年連絡会事務局（中部地方整備局） 

企画部 防災課 課長補佐 新實 

 TEL：052-953-8357 FAX：052-953-8362 

 河川部 河川計画課 建設専門官 細野 

 TEL：052-953-8148 FAX：052-953-8351 



伊勢湾台風 60 年連絡会 規約 

 
 
（名称） 

本会は、「伊勢湾台風 60 年連絡会」（以下、「連絡会」という。）と称する。 

 
（目的） 

連絡会は、伊勢湾台風から 60 年の節目を迎えるにあたり、伊勢湾台風 60 年

に関する事業の情報交換を積極的に行い各機関相互の情報共有を図ることによ

り、住民等に対し効果的な広報及び被災体験の伝承ひいては減災を図ることを

目的とする。 

 
（内容） 

連絡会は、前条の目的を達成するために次の事項を行う。 
１）伊勢湾台風 60 年事業に関する情報交換 
２）伊勢湾台風 60 年事業に関する事業調整 
３）その他必要と認められる事項 

 
（組織） 

連絡会は、「東海ネーデルランド高潮・洪水地域協議会」に掲げる機関及び所

期の目的を達するために活動する多様な機関をもって構成される。 

 
（事務局） 

連絡会の事務局は中部地方整備局企画部防災課及び河川部河川計画課に置く。 



東海ネーデルランド高潮・洪水地域協議会
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